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(課題研究) r新しし教育課題と学校経営」

・「学力政策と学校経営ーグ、ローノ〈リゼーションに着目して-J

. r人口減少社会における学校規模の多様性と学校経営」

・「新しい教育熱題と学校経営研究」

佐藤博志(筑波大学)

加藤崇英(茨城大学)

平井貴美代(山梨大学)

(シンポジウム) r東日本大震災後の被災地における学校教育の現状と展望」

・「岩手県における震災と学校教育の概要」 福島正行(盛岡大学)

・「被災地における学校教育に関する先行研究の整理」 吉田ちひろ(筑波大学大学院)

・「被災地の学校での管理職経験から」 阿部雄至氏(岩手県立盛岡商業高校)

・「被災地学校へ学生を統導する大学・大学教員の立場から」 市川洋子氏(盛岡大学)

(自由研究)

・「学級における他者との『関係』に対する教員の認識一中学校学級担任へのインタビュー調査を

通じて一」 内田沙希(筑波大学大学院)

. r子どもを学校や地域の主体として位置づける試み-米国『パブリック・アチーブメント』の困

難な学校での導入事例を通して一」 古田雄一(筑波大学大学院)

・「アメリカにおける学校改善を支援する地方教育行政のリーダーシップ 『学区を基盤とした学

校改善』の可能性と課題一」 照屋期大(愛知東邦大学)

・「学校経営における『学校づくり』の視野」 小島弘道(龍谷大学)

2014年 9月13日(土)月例研究会(於:筑波大学東京キャンパス文京校舎)

. r新たな教育乱題と学校経営--'1;忍定子ども園にみる『教育と福祉のクロスボーダー』の内実-J

鈴木瞬(環太平洋大学)

・「新たな教育課題と学校経営 学校における経営課題としての『し1じめ問題j]J

安藤知子(上越教育大学)

2014年12月13日(土)月例研究会(於:筑波大学東京キャンパス文京校舎)

・「文献検討:佐藤博志・岡本智周著 ~rゆとり」批判はどうつくられたのか:世代論を解きほぐ

すj](太郎次郎社エテ、イタス、 2014年)J 山本直子(筑波大学大学続)

著者からのリプライ 佐藤博志(筑波大学)・岡本智周氏(筑波大学)

・「私学経営事始ー私立小学校経営研究の可能性一」 田中均(東京女学館)

2015年2月14日(土)月例研究会(於:筑波大学東京キャンパス文京校舎)

・「国際ノくカロレアに関する研究-IB教員の専門性開発をめぐる理念と現実-J

福田美紀(筑波大学大学院)

. r茅ケ崎市立梅田小学校の学校経営」 栗原幸正(茅ケ崎市立梅田小学校)
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大塚学校経営研究会会則

第]条(名称)

本会は、「大塚学校経営研究会」と称する。

第2条(目的及び活動)

本会は、学校経営を中心に教育学全般に関する研究を目的とし、各種研究会の開催、紀要及

び各種出版物の刊行を行い、会員相互の交流を図るものとする。

第3条(会員)

本会は、会員及び名誉会員から成る。

2.会員は、本会の目的に賛同し、活動に参加を希望する者で、会員 1名の推薦をもって、入

会を認められる。

3.名誉会員は、本会が推挙する。

第4条(札織)

本会に、会長、事務局長、運営委員、紀要編集委員、会計監査、幹事を置く。その任期は3

年とする。

2.本会を運営するため、運営委員会及び事務局を置く。

3.総会は、原則として春季合宿において行うものとする。

第5条(研究会)

本会で行う研究会は、定期研究会と合宿研究会からなる。

第6条(会計)

本会の会計年度は、 3月1日に始まり、翌年2月末に終わるものとする。また、会費は、一

般会員 10，000円、学生会員 5，000円とする(名誉会員は除く)。

2. 3年以上会費の納入を怠ったものは、会員としての資格を失う。

第7条(紀要)

本会の紀要は、『学校経営研究』と称し、年1回毎年4月に刊行する。その編集規程は、別

に定めるものとする。

第8条 (封印IJ)

本会の事務局l士、筑波大学に置く。

第9条(附員IJ)

本会則は、昭和 51年3月1日より施行する。

2.木会則は、昭和 54年4月1日より施行する。

3.本会則は、昭和 56年4月1日より jj断子する0

4.本会則は、 1991年4月1日より施行する。

5.木会則は、 2003年4月1日より施行する0

6.本会則は、 2008年4月1日より施行する。
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『学校経営研究』編集規程

1.本紀要は、大塚学校経営研究会の機関誌として年1回発行する。

2.本紀要は、本会会員の研究論文を掲載し、併せて、文献・資料の紹介、その他研究活動に関

連する記事を登載する。

3.本紀要に論文を掲載しようとする会員は所定の論文投稿要領に従い、紀要編集委員会事務局

宛に送付するものとする。

4.論文の掲載は、紀要編集委員会の合議によって決定する。

5.掲載の場合は、若干の修正を加えることがある。ただし、内容について重要な変更を加える

場合は、執筆者と協議する。

6.本紀要に掲載したものの原稿は、原則として返還しない。

7.本紀要の編集事務についての通信は、下記宛とする。

千305-8572

茨城県つくば市天王台111

筑波大学教育学系 学校経営学研究室内

『学校経営研究』編集委員会事務局

『学校経営研究』編集基準

l.編集は、次の区分にしたがって行う。

(括弧内は、 400字詰原稿用紙の枚数)

(1)特集論文

(2)特別論文一学校経営学に関する本格的な研究論文 (80枚程度)。

(3) 自由研究-学校経営学ひいては教育学の発展に寄与する研究論文 (50枚程度)。

(4)研究ノート-研究論文と並立するもので、とくに研究動向や史・資料の紹介に重点をおき

つつ提言や考察を加えたもの。または、その他の萌芽的な1iJF究 (50枚以内)。

(5)学校現場の問題一学校経営や教育実践に関する諸問題の分析、事例報告など (50枚程度)。

(6)書評・資料紹介-学校経営学に関する重要文献の書言平、重要資料の解説。

(7)研究会葉報

(8)その他、必要に応じて編集委員会が設けるもの。

2.上記(3)(4) (5)については、研究会会員の自由投稿を募る。

その他については、編集委員会が編集にあたる。その際、会員からの要望・意見を積駆的に

聴取し、検討すること。

3.本基準は、第38巻より適用する。
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『学校経営研涜j論文投稿要領
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大塚学校経繋研究会醗詫奨励麓譲与規程
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編集後記

『学校経営研究』第40巻記念号をお届けします。

本巻の特集では、 10年ごとの節目の年であることを意識し、近年の様々な教育課題が学

校経営につきつける課題と今後の展望について、 5人の論者に検討をお願し 1しました。さ

らに新たな試みとして、特集論文への投稿募集を行いましたが、残念ながら投稿希望者は

ありませんでした。しかし、会員の自由な発想を紀要編集に生かすためには、今後もテー

マによっては同様の取り組みを試みる価値があると考えております。

自由J討究には 1件の申し込みがありましたが最終的に論文が提出されず、掲載ゼロとい

うことになりました。照屋会員の特別論文に加えて書評が 3編と、本巻は全般的には充実

した内容となったと言えますが、自由研究論文の掲載がないということは研究紀要として

は大きな問題で、あると考えます。自由投稿論文を増やすための条件整備について、今期の

編集委員会では繰り返し検討してまいりましたが、具体的な対応策を案出するには至りま

せんでした。第40巻をもって今期委員会の任務は終了となりますが、次期委員会にはこの

問題の対応策についての検討を引き継いでいただけるよう要望いたします。

本巻のフィナーレに掲載いたしました座談会 110年間の教育経営改革をふりかえって」

は、区切りの年の記念事業であるのと同時に、第30巻の座談会 110年間の学校経営を振り

返って」につづく 10年間の変化を記録する、という 2つの意図を込めて企画いたしました。

教育経営の課題は日々刻々と変わっておりますが、一定期間をおいて振り返ることによっ

て、その時代特有の課題というものがはっきり浮かんでくることがあります。この会の記

録が後年に歴史的資料としても活用されることを期待して、第30巻のときの主旨や条件を

なるべく変えずに実施することとし、各世代を代表する会員諸氏にメンバーとして座談会

に参加していただきました。特集が近未来の教育経営を見通す試みであるとすれば、座談

会はその土台となる現時点を再確認できる内容となっております。両者を対にしてお読み

いただき、長いスパンでの教育経営をともに展望していただければ幸いです。

本巻の編集をもちまして、今期の紀要編集委員会の 3年間の任を終えます。この間に貴

重な論考をお寄せくださいました会員諸氏、そして編集にご協力くださいました方々に、

心よりお礼申し上げます。

20151~三 4 月 1 日

紀要編集委員長 平井貴美代
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